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利 用 者 の た め に 

 

１ 「平成 16 年広島県簡易延長産業連関表」（以下「平成 16 年簡易延長表」と言う。）は

「平成 12 年広島県産業連関表」（以下「平成 12 年表」と言う。）を基に,経済産業省「工

業統計表」，広島県「県民経済計算推計結果報告」,経済産業省「平成 16 年簡易延長産業

連関表」等の資料を用い,平成 12 年表に比べ簡易な方法で推計したものです。 

 

２ 広島県の産業連関表は，過去，昭和 35 年表，38 年表，45 年表，50 年表，52 年表，60  

年表，平成 2 年表，7 年表，12 年表の 9 回作成されており，今回の平成 16 年簡易延長表

で 10 回目の作表となります。 

  なお，簡易延長表の作成は今回が初めてとなります。 

 

３ 部門分類には，事業所・企業を単位とする「産業分類」と商品を単位とする「商品分

類」などがありますが，産業連関表では産業分類に近いアクティビティ・ベース（生産

活動単位）を採用しており，同一事業所内であっても二つ以上の活動が行われている場

合には，それぞれ異なった部門に分類しています。 

 

４ 消費税の評価方法は，各取引額に消費税を含む，いわゆる「グロス表示」です。 

 

５ 本書の統計表の記号は，次のとおりです。 

   「0」，「0.0」  単位未満 

   「△」，「－」   負  数（マイナス） 

 

６ 統計表，図表のなかには，四捨五入の関係で総数(合計)と一致しない場合があります。 

 

７ 平成 16 年簡易延長表と平成 12 年表との部門数の違いは次のとおりです。 

   部門数の比較表 

区分 
統合 

分類 

平成１６年 

簡易延長表 
平成１２年表 摘要 

小 １０２ １０５ 

中 ４１ ４１ 内生部門 

大 １３ １３ 

｢金属鉱業｣,｢非金属鉱物｣,

｢石炭｣,｢原油･天然ｶﾞｽ｣を

｢鉱業｣に統合 

小 １３ １４ 

中 １３ １３ 
最終需要

部門 
大 １２ １２ 

｢一般政府消費支出(社会資

本等減耗分)｣を｢一般政府消

費支出｣に統合 

小 ６ ７ 

中 ６ ６ 
粗付加価

値部門 
大 ６ ６ 

｢資本減耗引当(社会資本等

減耗分)｣を｢資本減耗引当｣

に統合 

 

８ 経済産業省「平成 16 年簡易延長産業連関表」は,「自家輸送」部門の特掲を行ってお

らず，「社会資本等減耗分」も取り扱っていないため，全国値(率)と比較する際に注意が

必要です。 

 

９ 本書の図表における平成 16 年全国値は，経済産業省「平成 16 年簡易延長産業連関表」



のものを使っており，平成 12 年以前の数値は総務省「平成 12 年産業連関表」を使って

いますので，留意してください。 

 

10 今回の表と以前の表を比較する場合には，部門数，部門コードが変更されている場合

があります。今回の平成 16 年簡易延長表における各部門の概念・定義・範囲等について

は，平成 12 年表と同じであるため，平成 12 年表を参照してください。 

 

11 表の基本構造 

（１）表の形式 

   地域内競争移輸入型表とします。（再移輸出を含まない） 

（２）価格評価 

   実際価格の生産者価格評価表とします。 

（３）屑・副産物の取り扱い 

   原則として，マイナス投入方式（ストーン方式）とします。 

 

12 産業連関表に記載される対象期間と地域的範囲 

（１）平成 16 年暦年（平成 16 年 1 月～12 月） 

   記録の時点は，原則として生産及び取引が実際に発生した時点を記録する「発生主

義」です。 

（２）地域的範囲 

   広島県内で行われた財・サービスの生産活動及び取引を対象とします。 

 

13 ホームページ「広島の統計」で，電子媒体による計数の提供と，産業連関分析ツール

の提供を行っていますので御利用ください。 

 

14 この産業連関表は，広島県と社団法人中国地方総合研究センターの共同研究として作

成したものです。 

 

 この報告書に関するお問い合わせは，次のところにお願いします。 

 

 

 

 

 

 

〒730-8511 広島市中区基町 10-52 

  広島県地域振興部地域振興対策局統計管理室統計分析グループ 

   TEL（082）513－2526（ダイヤルイン） 

   FAX（082）211－3575 

  ホームページ「広島の統計」のアドレス  http://db1.pref.hiroshima.lg.jp/ 

 

 

 

 

 

〒730-0041 広島市中区小町 4-33 

  社団法人中国地方総合研究センター地域経済研究部 

   TEL（082）245－7900（代表） 

   FAX（082）245－7629 

  中国総研のホームページアドレス http://www.crrc.or.jp/ 
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第１章 平成１６年広島県簡易延長産業 
連関表からみた広島県経済 





 

 

 

 

 

 

 

第１節 県経済の構造分析 

  

 

 産業連関表は,県内経済において一定期間（通常１年間）に行われた財・サービスの取引を一

つの行列（マトリックス）に示した統計表であり，これにより産業構造や産業部門間の相互依存

関係など県民経済の構造を総体的に把握・分析することができる。本節では，今回作成した平成

16 年広島県簡易延長産業連関表を用いて，広島県経済の構造を，生産面，投入面，需要面，県

際面などの角度から分析する。 
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１ 産業連関表からみた広島県経済の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 は 22兆 4840億円，移輸入額は6兆5860億円である。 

・ 平成16年の財・サービスの総供給額は29兆 700億円である。うち県内生産額

 

 

平成16年広島県簡易延長産業連関表を，図式化してみると図1のようになる。部門ごとにタ

テ方向（列部門）にみると，その部門の財・サービスの県内生産額1とその生産に用いられた投

入物の構成が分かる。また，部門ごとにヨコ方向（行部門）にみると，その部門の財・サービス

の県内生産額及び移輸入額がどの部門でどれだけ需要されたのかの産出（販売）先の構成が分か

る。 

 

供給面からみると，平成 16 年の財・サービスの総供給額は 29 兆 700 億円である。うち県内

生産額は22兆4840億円，移輸入額は6兆5860億円である。 

 

県内生産額の費用構成の内訳をみると，生産に用いられた原材料・燃料の財・サービスの中

間投入額は10兆670億円である。 

 

県内生産額のもう一つの構成要素である粗付加価値額は，12兆4170億円である。粗付加価値

の内訳をみると，雇用者所得（6兆2700億円），営業余剰（2 兆 9130 億円），資本減耗引

当（2兆180億円）などからなっている。 

 

需要面からみると，平成16年の財・サービスの総需要額は，29兆700億円である。うち，生

産活動用の原材料・燃料の財及びサービスに対する中間需要額が10兆670億円，最終需要額が

19兆30億円である。最終需要額の内訳をみると，県内最終需要が11兆5320億円，移輸出が 

が7兆4710億円である。さらに，県内最終需要額の内訳をみると，消費が8兆7670億円，投資

が2兆7650億円である。 

                                                           
1  県内生産額とは，県内に所在するすべての事業所の1年間の経済活動によって生産された財・サービスの総

額を言い，いわゆる原材料（中間生産物）も含まれる。 

  ここでいう「財」の投入とは，農林水産業，鉱業，製造業，建設及び電力・ガス・熱供給の投入を指し，そ

れ以外は「サービス」の投入とした。ただし，事務用品は財に含め，分類不明はサービスに含めた。 
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（単位：10億円）
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図1　平成16年広島県簡易延長産業連関表の概要
図1 平成16年広島県簡易延長産業連関表の概要 
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２ 生産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成16年における，産業全体に対する製造業の構成比は上昇した。 

 

・平成16年の県内生産額は，平成12年に比べ減少した。 

 

 

図 2-1 から，平成 16 年の県内生産額は22兆 4840 億円で平成 12 年の 22 兆 5540 億円に比べ

て 0.3％の減少となった。これを平成 12 年から平成 17 年までの 5 年間までの年平均伸び率

でみると△0.1％となっている。 

 

次に，図 2-2 から 13 部門2での産業別の構成比をみると，広島県は製造業が 36.8％で最も大

きく，次いで，サービスが20.4％，商業が9.4％となっている。これに対し，全国は，製造業が

32.3％，サービスが24.3％，商業が9.8％となっており，広島県は全国に比べて，製造業の割合

が高く，サービスの割合が低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

                                                           
2 産業の13部門表について,ここでは,次のように区分した。 

第1次産業：農林水産業 

第2次産業：鉱業,製造業,建設,電力・ガス・水道,（41部門分類ベースの「水道・廃棄物 処理」を除く。） 

第3次産業：第1次産業と第2次産業以外 
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 図1-1　県内生産額及び年平均伸び率の推移
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図1-1-3　生産額の産業別構成比
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３ 中間投入3と中間需要4

 

 

 

 

 

 

 

 

 が低下した。 

・ 平成16年は，平成12年に比べて，全産業計で，中間投入，中間需要の比率 

 

 

図3-1で，中間投入率5を41部門により産業別にみると，その他の製造工業製品（74.9％）が

最も高く，鉄鋼（74.8％），非鉄金属（74.5％），自動車（70.4％）などの製造業で高い比率とな

っており，製造業以外では，建設（49.9％），鉱業（44.7％）などが高くなっている。逆に，不

動産（12.5％），教育・研究（19.5％），金融・保険（21.2％）などが低い比率となっている。 

 

産業全体では，平成 16 年の中間投入率（44.8％）は平成 12 年の中間投入率（46.1％）と比

べて1.3ポイント低下した。 

 

図3-2で，中間需要率6を41部門により産業別にみると，鉱業（98.2％）が最も高く，対事業

所サービス（77.1％），窯業・土石製品（76.3％），金融・保険（73.2％）などが高くなっている。

逆に，医療・保健・社会保障・介護（1.1％），公務（1.3％），対個人サービス（3.8％）などが

低い比率となっている。 

 

産業全体では，平成 16 年の中間需要率（34.6％）は平成 12 年の中間需要率（35.5％）と比

べて0.9ポイント低下した。 

 
 

                                                           
3 中間投入とは,各産業部門の生産活動に必要な原材料・燃料等の財・サービスの購入費用である。 
4  中間需要とは，各産業部門がそれぞれの生産物を生産するための原材料,燃料等の財・サービスとして販売 
 されたものである。 
5 中間投入率とは，県内生産額に占める中間投入額の割合である。 
6 中間需要率とは，総需要額に占める中間需要額の割合である。 
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図１－１５　各産業の相互依存関係(４１部門)
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(％) 図3-3 各産業の相互依存関係（41部門）

図3-3で，財・サービスの中間投入率・中間需要率の関係から，各産業を類型化する。 

 

[Ⅰ]は，中間投入率，中間需要率ともに高い部門である。すなわち，原材料等に他の部門の

財・サービスを多く投入して生産を行い，その生産物の多くを原材料等として他の産業に

供給しているタイプの産業である。具体的には，鉄鋼，化学製品，非鉄金属，石油・石炭

製品などの産業が属している。 

[Ⅱ]は，中間投入率が高く，中間需要部門が低い部門である。すなわち，原材料等に他の部

門の財・サービスを多く投入して生産を行い，その生産物の多くを消費や投資あるいは，

移輸出といった最終需要に供給しているタイプの産業である。具体的には，自動車，船舶・

同修理，電気機械，一般機械などの産業が属している。 

[Ⅲ]は，中間投入率，中間需要率ともに低い部門である。すなわち，原材料等の中間投入が

少なく，その生産物の多くを最終需要に供給しているタイプの産業である。具体的には，

商業，教育・研究，不動産，公務などの産業が属している。 

[Ⅳ]は，中間投入率が低く，中間需要率が高い部門である。すなわち，原材料等の中間投入

が少なく，その生産物の多くを原材料等として他の産業に供給しているタイプの産業であ

る。電力・ガス・熱供給，金融・保険，対事業所サービスなどの産業が属している。 
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４ 粗付加価値7と最終需要8 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成16年の粗付加価値は12兆4170億円である。図4-1から，内訳をみると，雇用者所得が

50.5％，営業余剰が23.5％，資本減耗引当が16.2％，間接税（控除）補助金が 6.3％の順

となっている。平成12年と比べると，営業余剰が0.7ポイント，資本減耗引当が1.7ポイン

ト高くなり，雇用者所得が2.8ポイント低くなった。 

 

平成 16年の最終需要は19兆 30億円である。図4-29から，内訳をみると，移輸出が39.3％，

民間消費支出が32.0％，県内総固定資本形成が14.6％，一般政府消費支出が11.9％，家計外消

費支出が 2.3％の順となっている。平成 12 年と比べると，民間消費支出が 0.9 ポイント，一般

政府消費支出が0.9ポイント高くなり，移輸出が0.9ポイント，県内総固定資本形成が0.7ポイ

ント低くなった。 

 

                                                           
7   各産業部門の生産活動によって新たに付加された価値をいい，県内生産額から中間投入を差し引いたもので，

家計外消費支出，雇用者所得，営業余剰，資本減耗引当，間接税及び（控除）補助金からなる。 

  粗付加価値の「粗」とは，減価償却費などからなる資本減耗引当を含むという意味である。 
8   家計外消費支出，民間消費支出，一般政府消費支出，県内総固定資本形成及び在庫純増の県内の最終需要を

合わせて県内最終需要という。この県内最終需要と移輸出を合わせて最終需要と言う。 
9   最終需要の構成項目のうち，県の移輸出に対して国は輸出であることから，各項目の構成比は県と国では大

きく異なる。従って図4-2では，国の構成比との比較をしない。 

 
・ 粗付加価値部門は，平成12年と比べて雇用者所得が低下した一方，営業余

 剰は上昇した。 
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図1-1-7　粗付加価値の構成
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図1-1-9　最終需要の構成
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５ 県際取引 

 

 

 

 

 

 

 

 

 の移輸出超過となっている。 

・ 県際収支は，移輸出額が7兆4710億円,移輸入額が6兆5860億円で8850億円

 

 

移輸出額から移輸入額を差し引いた県際収支は,全産業計で8850億円の移輸出超過である。 

 

図5-1から，産業別の県際収支を41部門でみると，鉄鋼，自動車，電気機械，一般機械など

の産業で大きく移輸出超過となっている。一方，石油・石炭製品，化学製品，農林水産業，食料

品などの産業で大きく移輸入超過となっている。 

 

図 5-2で，移輸出率10と移輸入率11との組み合わせにより，それぞれの産業を類型化する。 

なお，45°線(図中の斜め点線)より上にある産業は，移輸出率が移輸入率に比べて高く，45°

線より下にある産業は，移輸入率が移輸出率に比べて高い。 

 

[Ⅰ]は，生産物の多くが移輸出され，かつ，県内需要の多くが移輸入で賄われており，生産  

 における県際取引の比重が高い部門である。ゴム製品，自動車，電気機械，一般機械など 

 の産業がこのグループに属している。 

 

[Ⅱ]は，移輸出の割合が高く，移輸入の割合が低い部門である。製材・木製品，鉄鋼などの 

 産業がこのグループに属している。 

 

[Ⅲ]は，移輸出，移輸入ともに割合が低い部門である。サービス業に代表されるように，地 

 域内の需要のほとんどが地域内で供給される性質のものである。 

 

[Ⅳ]は，県内の需要に対して県内の供給が少なく，移輸入に多くを依存している部門である。 

 農林水産業，鉱業，なめし革・毛皮・同製品，出版・印刷などの産業がこのグループに属 

 している。 

                                                           
10 移輸出率＝移輸出額／県内生産額 
11 移輸入率＝移輸入額／県内需要額 
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図5-1 産業別の県際収支(41部門)
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図5-1 産業別の県際収支 
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図5-2　県際取引からみた産業類型(４１部門)
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図5-2 県際取引からみた産業類型（41部門） 
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第２節 県経済の機能分析 

 

 

 前節では，取引基本表をタテ（列）方向とヨコ（行）方向にみて広島県の産業構造の特徴を明

らかにしてきたが，本節では，取引基本表から計算される逆行列係数及びその他各種係数を用い

て，最終需要と生産誘発，粗付加価値誘発，移輸入誘発といった県経済の機能面を分析する。 
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１ 生産波及効果12 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業連関表から求められる逆行列係数表から生産波及の大きさを把握することができる。逆

行列係数とは，ある産業部門に需要が1単位発生した場合,中間財として投入される原材料･サー

ビスの生産が産業間に次々と波及していき，各産業部門の生産が全体としてどれだけになるかと

いう生産波及の大きさを示す係数である。 

 

表 6 から，本県産業の平均的な生産波及の大きさを，移輸入の影響を考慮した開放型逆行列

( )[ ] 1ˆ −
−− AMII の列和13の全産業平均でみると，平成 16 年は 1.3874 と平成 12 年の 1.4064 か

ら低下した。 

 

この逆行列係数の値は，各部門の中間投入及び自給率の大きさや構成で決定される。一般に，

中間投入比率が高く,自給率が高いほど生産波及(＝逆行列係数の列和)は大きくなる。逆行列の

値は複雑な演算を経て求められるため，その値の変化について厳密に原因を特定することは難し

いが，経済のサービス化の進展により中間投入率の低下と自給率の上昇が同時に進行し，結果と

して，平成12年から平成16年にかけての逆行列係数の全産業平均は低下したものと考えられる。 

 

               表6 生産波及の大きさ(全産業平均)の動向  (単位：倍,％) 

 

 

 

 

 

図 6 から，平成 16 年の各産業における生産波及の大きさをみると,全産業平均(1.3874)より

生産波及が大きい部門は，鉄鋼（1.8897），その他の製造工業製品（1.5762），金属製品（1.5224），

船舶・同修理（1.5013）などとなっている。 

                                                           
12  生産波及効果とは，ある産業部門に生じた需要がその産業部門の生産を誘発し,それにより次々と各産業部

門の生産が誘発されることを示す。 
13  逆行列係数の列和（タテの方向の合計）の値は,当該部門の需要が1単位発生した時に各産業に及ぼす生産 

 波及の大きさを合計したものであり,産業全体としての生産波及の大きさが直接・間接に,究極的にどのくらい 

 になるかを示すものである。 

 

・ 平成12年と平成16年の生産波及の大きさを比べると，全産業の平均では小さ 

 くなった。 

  

区分 平成7年 平成12年 平成16年
生産波及の大きさ(全産業平均) 1.3987 1.4064 1.3874
中間投入率(全産業計) 47.6 46.1 44.8
自給率(全産業計) 67.3 69.1 69.5
県内生産額構成比 製造業 39.2 36.1 36.8
　　　　　〃　　　　　　ｻｰﾋﾞｽ 18.0 20.2 20.4
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 図6 生産波及の大きさ 
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２ 生産誘発効果 

 

 

 

（１） 生産誘発額 

 生産誘発額14の合計は，県内生産額の合計に一致する。表 7 から，生産誘発額を 41 部門でみ

ると，移輸出が10兆8310億円，民間消費支出が5兆7210億円，一般政府消費支出が2兆7660

億円，県内総固定資本形成が2兆7600億円などとなっている。 

 

（２）生産誘発係数 

 表7及び図7-1から，生産誘発係数15を41部門でみると，在庫純増が1.8880，移輸出が1.4497，

一般政府消費支出が 1.2274，県内総固定資本形成が 0.9964 などとなっている。平成 12 年と比

べると，県内総固定資本形成，在庫純増，移輸出が大きくなっており，家計外消費支出，民間消

費支出及び一般政府消費支出で小さくなっている。 

 

（３）生産誘発依存度 

表 7及び図7-2から，平成16年の生産誘発依存度16を 41部門でみると，移輸出が48.2％，民

間消費支出が25.4％，一般政府消費支出が12.3％，県内総固定資本形成が12.3％などとなって

いる。平成12 年と比べると，一般政府消費支出は0.8ポイント，民間消費支出は0.3 ポイント

れぞれ上昇し，県内総固定資本形成は0.4ポイント，移輸出は0.3ポイントそれぞれ低下した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                           
14  生産誘発額とは，各産業部門の県内生産額が,民間消費支出や県内総固定資本形成などの最終需要項目によ

ってどれだけ誘発されたものであるか,その内訳をみたものである。 
15  生産誘発係数とは，生産誘発額をそれぞれ対応する項目の最終需要の合計額で除した比率をいう。これは，  
 ある最終需要項目が合計で1単位（品目構成は同じ）だけ増加した場合，各産業部門の県内生産額がどれだけ 
 増加するかを示すものである。 
16  生産誘発依存度とは，各産業部門ごとの生産誘発額の項目別構成比をいう。これによって各産業部門の県内

生産額が,どの最終需要の項目によってどれだけ誘発されたか,そのウェイトがわかる。 

 

・ 県内生産額 22 兆 4840 億円は，移輸出によって 48.2％，民間消費支出によっ

て 25.4％，一般政府消費支出によって 12.3％，県内総固定資本形成によって

12.3％が誘発されている。 
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（単位：10億円，倍，％）

平成 ７年 平成12年 平成1６年 平成 ７年 平成12年 平成1６年 平成 ７年 平成12年 平成1６年
22,985 22,554 22,484 1.198145 1.195368 1.183184 100.0 100.0 100.0

家 計 外 消 費 支 出 458 442 417 1.030471 1.037391 0.968915 2.0 2.0 1.9
民 間 消 費 支 出 5,323 5,670 5,721 0.937737 0.965685 0.940323 23.2 25.1 25.4
一 般 政 府 消 費 支 出 2,103 2,588 2,766 1.256879 1.251475 1.227355 9.1 11.5 12.3
県内総固定資本形成 3,045 2,859 2,760 0.998758 0.992927 0.996370 13.2 12.7 12.3
在 庫 純 増 26 54 -10 0.694460 1.393820 1.888048 0.1 0.2 △ 0.0
移 輸 出 12,030 10,939 10,831 1.448829 1.442655 1.449718 52.3 48.5 48.2

最 終 需 要 計

表１－１５　最終需要項目別生産誘発額，生産誘発係数，生産誘発依存度

項　　　　　　名
生　産　誘 発 額 生 産 誘 発 係 数 生 産 誘 発 依 存 度

表7 生産誘発額，生産誘発係数，生産誘発依存度  

図1-2-3　最終需要項目別生産誘発係数
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図1-2-4　最終需要項目別生産誘発依存度
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３ 粗付加価値誘発効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）粗付加価値誘発額 

粗付加価値誘発額17の合計は,粗付加価値額の合計と一致する。表 8 から，粗付加価値誘発額

を41部門でみると，移輸出が4兆8180億円，民間消費支出が3兆9370億円，一般政府消費支

出が1兆9170億円，県内総固定資本形成が1兆4880億円などとなっている。 

 

（２）粗付加価値誘発係数 

 表 8及び図8-1から，粗付加価値誘発係数18を 41部門でみると，一般政府消費支出が0.8509，

民間消費支出が 0.6471，移輸出が 0.6449，家計外消費支出が 0.6023 などとなっている。平成

12 年と比べると，民間消費支出，一般政府消費支出，県内総固定資本形成，移輸出が大きくな

っており，家計外消費支出及び在庫純増が小さくなっている。 

 

（３）粗付加価値誘発依存度 

 表 8及び図8-2から，平成16年の粗付加価値誘発依存度19をみると，移輸出が38.8％，民間消

費支出が 31.7％，一般政府消費支出が 15.4％，県内総固定資本形成 12.0％などとなっている。

平成12 年と比べると，一般政府消費支出は1.1ポイント，民間消費支出は0.5 ポイントそれぞ

れ上昇し，移輸出は0.9ポイント，県内総固定資本形成は0.4ポイントそれぞれ低下した。 

 

 

 

 

 

                                                           
17  粗付加価値誘発額とは，各産業部門の粗付加価値が,どの最終需要項目によってどれだけ誘発されたものか,

その内訳をみたものである。 
18  粗付加価値誘発係数とは，粗付加価値誘発額をそれぞれ対応する項目の最終需要の合計額で除した比率をい 
 う。これは，ある最終需要項目が合計で1単位（品目構成は同じ）だけ増加した場合，各産業部門の粗付加価 

 値がどれだけ増加するかを示すものである。 
19  粗付加価値誘発依存度とは，各産業部門ごとの粗付加価値誘発額の最終需要の項目別構成比をいう。これに

よって各産業部門の粗付加価値が,どの最終需要の項目によってどれだけ誘発されたか,そのウェイトがわかる。 

 

・ 粗付加価値額12兆 4170億円は，移輸出によって38.8％，民間消費支出に 

 よって31.7％，一般政府消費支出によって15.4％，県内総固定資本形成に 

 よって12.0％が誘発されている。 
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（単位：１０億円，倍，％）

平成 ７年 平成12年 平成1６年 平成 ７年 平成12年 平成1６年 平成 ７年 平成12年 平成1６年
12,050 12,163 12,417 0.628142 0.644670 0.653435 100.0 100.0 100.0

家 計 外 消 費 支 出 276 263 259 0.620689 0.616995 0.602301 2.3 2.2 2.1
民 間 消 費 支 出 3,601 3,797 3,937 0.634235 0.646594 0.647104 29.9 31.2 31.7
一 般 政 府 消 費 支 出 1,381 1,736 1,917 0.825515 0.839561 0.850918 11.5 14.3 15.4
県内総固定資本形成 1,534 1,512 1,488 0.503254 0.524966 0.537123 12.7 12.4 12.0
在 庫 純 増 16 31 -2 0.419104 0.806236 0.323911 0.1 0.3 △ 0.0
移 輸 出 5,243 4,824 4,818 0.631423 0.636200 0.644873 43.5 39.7 38.8

最 終 需 要 計

表１－１７　最終需要項目別粗付加価値誘発額，粗付加価値誘発係数，粗付加価値誘発依存度

項　　　　　　名
粗付加価値誘発額 粗付加価値誘発係数 粗付加価値誘発依存度

表8 粗付加価値誘発額，粗付加価値誘係数，粗付加価値誘発依存度 

 

 

 

 

 

図1-2-5　最終需要項目別粗付加価値誘発係数
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図1-2-6　最終需要項目別付加価値誘発依存度
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４ 移輸入誘発効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）移輸入誘発額 

移輸入誘発額20の合計は,移輸入額と一致する。表 9 から，移輸入誘発額を 41 部門でみると，

移輸出が2兆6530億円，民間消費支出が2兆1470億円，県内総固定資本形成が1兆2820億円，

一般政府消費支出が3360億円などとなっている。 

 

（２） 移輸入誘発係数 

 表 9及び図9-1から，移輸入誘発係数21を 41部門でみると，在庫純増が0.6761，県内総固定

資本形成0.4629，家計外消費支出が0.3977，移輸出が0.3551などとなっている。平成12年と

比べると，家計外消費支出，在庫純増が大きくなっており，民間消費支出，一般政府消費支出，

県内総固定資本形成及び移輸出が小さくなっている。 

 

（３） 移輸入誘発依存度の構成 

 平成16年の移輸入誘発依存度22をみると，移輸出が40.3％，民間消費支出が32.6％，県内総

固定資本形成が 19.5％，一般政府消費支出が 5.1％などとなっている。平成 12 年と比べると，

民間消費支は 1.6 ポイント，一般政府消費支は 0.2 ポイントそれぞれ上昇し，県内総固定資本

形成は0.9ポイント，移輸出は0.8ポイントそれぞれ低下した。 

                                                           
20  移輸入誘発額とは，各産業部門の移輸入額が,どの最終需要項目によってどれだけ誘発されたものか,その内

訳をみたものである。 
21  移輸入誘発係数とは，移輸入誘発額をそれぞれ対応する項目の最終需要の合計額で除した比率をいう。これ 
 は，ある最終需要項目が合計で1単位（品目構成は同じ）だけ増加した場合，各産業部門の移輸入額がどれだ 

 け増加するかを示すものである。 
22  移輸入誘発依存度とは，各産業部門ごとの移輸入誘発額の最終需要の項目別構成比をいう。これによって各

産業部門の移輸入額が,どの最終需要の項目によってどれだけ誘発されたか,そのウェイトがわかる。 

 

・ 移輸入額6兆5860億円は，移輸出によって40.3％，民間消費支出によって

 32.6％，県内総固定資本形成によって19.5％，一般政府消費支出によって 

 5.1％が誘発された。 
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（単位：10億円，倍，％）

平成 ７年 平成12年 平成1６年 平成 ７年 平成12年 平成1６年 平成 ７年 平成12年 平成1６年
7,134 6,704 6,586 0.371858 0.355330 0.346565 100.0 100.0 100.0

家 計 外 消 費 支 出 168 163 171 0.379311 0.383005 0.397699 2.4 2.4 2.6
民 間 消 費 支 出 2,076 2,075 2,147 0.365765 0.353406 0.352896 29.1 31.0 32.6
一 般 政 府 消 費 支 出 292 332 336 0.174485 0.160439 0.149082 4.1 4.9 5.1
県内総固定資本形成 1,515 1,368 1,282 0.496746 0.475034 0.462877 21.2 20.4 19.5
在 庫 純 増 22 8 -3 0.580896 0.193764 0.676089 0.3 0.1 △ 0.1
移 輸 出 3,060 2,759 2,653 0.368577 0.363800 0.355127 42.9 41.1 40.3

最 終 需 要 計

表１－１８　最終需要項目別移輸入誘発額，移輸入誘発係数，移輸入誘発依存度

項　　　　　　名
移輸入誘発額 移輸入誘発係数 移輸入誘発依存度

表９ 移輸入誘発額，移輸入誘発係数，移輸入誘発依存度 

図1-2-7　最終需要項目別移輸入誘発係数
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図1-2-8　最終需要項目別移輸入誘発依存度
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